
平成３１年厚木市議会第１回会議（２月定例会議）提出案件概要 

 

当初提出案件 

番号 区分 件 名 及 び 内 容 担当課 

１ 報告 

１ 

専決処分の報告について（厚木市火災予防条例及び厚木市手数料条例

の一部を改正する条例） 

予防課 

財政課 

＊ 内容 

地方自治法第180条第１項の規定により、議会において指定さ

れている事項（工業標準化法の一部改正に伴い、同法の用語を引

用している部分を改めるための関係条例の改正）について専決処

分したので、同条第２項の規定により報告するもの 

＊ 専決処分により改正した関係条例（２条例） 

１ 厚木市火災予防条例 

２ 厚木市手数料条例 

＊ 専決処分日 

平成31年１月18日 

２ 議案 

１ 

市道路線の廃止及び認定について 道路管理課 

＊ 内容 

愛甲
あいこう

四丁目地内の道路新設改良事業に伴う廃止及び認定 

  （廃止１路線、認定１路線） 

＊ 根拠 

道路法第８条第２項及び第10条第３項 

３ 議案 

２ 

市道路線の廃止及び認定について 道路管理課 

＊ 内容 

小野
お の

字赤坂
あかさか

地内から小野
お の

字中曽根
な か そ ね

地内までの道路新設改良事業

に伴う廃止及び認定 

  （廃止３路線、認定３路線） 

＊ 根拠 

道路法第８条第２項及び第10条第３項 

４ 議案 

３ 

市道路線の認定について 道路管理課 

＊ 内容 

下荻野
しもおぎの

字新宿
しんしゅく

地内の道路新設改良事業に伴う認定 

  （認定１路線） 

＊ 根拠 

道路法第８条第２項 

５ 議案 

４ 

市道路線の認定について 道路管理課 

＊ 内容 

飯山
いいやま

字上
かみ

根岸
ねぎし

地内の道路新設改良事業に伴う認定 

  （認定１路線） 

＊ 根拠 

道路法第８条第２項 

  



番号 区分 件 名 及 び 内 容 担当課 

６ 議案 

５ 

市道路線の認定について 道路管理課 

＊ 内容 

戸室
とむろ

五丁目地内の道路新設改良事業に伴う認定 

  （認定１路線） 

＊ 根拠 

道路法第８条第２項 

７ 議案 

６ 

市道路線の認定について 道路管理課 

＊ 内容 

上依
かみえ

知
ち

字上
かみ

谷戸
や と

地内の開発行為に伴う認定 

  （認定１路線） 

＊ 根拠 

道路法第８条第２項 

８ 議案 

７ 

市道路線の認定について 道路管理課 

＊ 内容 

関口
せきぐち

字北原
きたはら

地内の開発行為に伴う認定 

 （認定１路線） 

＊ 根拠 

道路法第８条第２項 

９ 議案 

８ 

市道路線の認定について 道路管理課 

＊ 内容 

金田
かねだ

字東屋敷
あずまやしき

地内から金田
かねだ

字宿屋敷
しゅくやしき

地内までの開発行為に伴

う認定 

 （認定１路線） 

＊ 根拠 

道路法第８条第２項 

10 議案 

９ 

市道路線の認定について 道路管理課 

＊ 内容 

金田
かねだ

字前河内
まえごうち

地内の開発行為に伴う認定 

 （認定１路線） 

＊ 根拠 

道路法第８条第２項 

11 議案 

10 

市道路線の認定について 道路管理課 

＊ 内容 

飯山
いいやま

字八ツ橋
や つ は し

地内の開発行為に伴う認定 

 （認定１路線） 

＊ 根拠 

道路法第８条第２項 

  



番号 区分 件 名 及 び 内 容 担当課 

12 議案 

11 

市道路線の認定について 道路管理課 

＊ 内容 

恩名
おんな

三丁目地内の開発行為に伴う認定 

 （認定１路線） 

＊ 根拠 

道路法第８条第２項 

13 議案 

12 

市道路線の認定について 道路管理課 

＊ 内容 

戸室
とむろ

四丁目地内の市道編入に伴う認定 

  （認定１路線） 

＊ 根拠 

道路法第８条第２項 

14 議案 

13 

市道路線の廃止について 道路管理課 

＊ 内容 

下古沢
しもふるさわ

字竹
たけ

ノ
の

花
はな

地内の払下げに伴う廃止 

 （廃止１路線） 

＊ 根拠 

道路法第10条第３項 

15 議案 

14 

平成30年度厚木市一般会計補正予算（第８号） 財政課 

＊ 内容 

１ 補正額 4,234,275千円 

２ 補正後の総額 92,829,119千円 

３ 主な補正要因  財政調整基金積立金増ほか 

16 議案 

15 

平成30年度厚木市公共用地取得事業特別会計補正予算（第１号） 道路管理課 

＊ 内容 

１ 補正額 △4,700千円 

２ 補正後の総額 1,155,171千円 

３ 主な補正要因  厚木秦野道路用地取得事業費（用地国債） 

減ほか 

17 議案 

16 

平成30年度厚木市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号） 国保年金課 

＊ 内容 

１ 補正額 △775千円 

２ 補正後の総額 2,745,387千円 

３ 主な補正要因  後期高齢者医療広域連合納付金減ほか 

18 議案 

17 

平成30年度厚木市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 国保年金課 

＊ 内容 

１ 補正額 △132,746千円 

２ 補正後の総額 23,780,020千円 

３ 主な補正要因  保険給付費減ほか 

 

 

 

 



番号 区分 件 名 及 び 内 容 担当課 

19 議案 

18 

平成30年度厚木市介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 介護福祉課 

＊ 内容 

１ 補正額 603,791千円 

２ 補正後の総額 14,260,484千円 

３ 主な補正要因  繰越金増ほか 

20 議案 

19 

平成30年度厚木市公共下水道事業特別会計補正予算（第２号） 下水道総務課 

＊ 内容 

１ 補正額 219,956千円 

２ 補正後の総額 7,169,739千円 

３ 主な補正要因  公共下水道整備事業費増ほか 

21 議案 

20 

平成30年度厚木市病院事業会計補正予算（第２号） 経営管理課 

＊ 内容 

１ 収入 

(1) 収益的収入補正予定額 15,731千円 

(2) 収益的収入補正後の予定額 10,891,095千円 

(3) 資本的収入補正予定額 5,442千円 

(4) 資本的収入補正後の予定額 1,086,165千円 

２ 支出 

(1) 収益的支出補正予定額 15,731千円 

(2) 収益的支出補正後の予定額 11,393,085千円 

３ 主な補正要因  一般会計からの退職金負担分の繰入れ 

22 議案 

21 

厚木市生産緑地地区の区域の規模に関する条件を定める条例につい

て 

都市計画課 

＊ 内容 

生産緑地法の一部改正に伴い、生産緑地地区の区域の規模に関

する条件を定めるため、本条例を制定するもの 

＊ 施行日 

平成31年４月１日 

23 議案 

22 

厚木市常勤特別職職員の給与及び旅費に関する条例及び厚木市病院

事業管理者の給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条例につ

いて 

職員課 

病院総務課 

＊ 内容 

本市の財政状況等を踏まえ、常勤特別職職員の給料の額を減額

するため、関係条例の一部を改正するもの 

＊ 関係条例（２条例） 

１ 厚木市常勤特別職職員の給与及び旅費に関する条例 

２ 厚木市病院事業管理者の給与及び旅費に関する条例 

＊ 施行日 

平成31年４月１日 

24 議案 

23 

厚木市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について 職員課 

＊ 内容 

本市の財政状況等を踏まえ、職員給与の減額措置を継続するた

め、本条例の一部を改正するもの 

＊ 施行日 

平成31年４月１日 



番号 区分 件 名 及 び 内 容 担当課 

25 議案 

24 

厚木市附属機関の設置に関する条例の一部を改正する条例について 行政総務課 

＊ 内容 

新たな附属機関を設置するため、本条例の一部を改正するもの 

＊ 附則において改正する条例 

厚木市非常勤特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例 

＊ 施行日 

平成31年４月１日 

26 議案 

25 

厚木市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 国保年金課 

＊ 内容 

国民健康保険の被保険者としない者の規定を設けるほか、所要

の措置を講ずるため、本条例の一部を改正するもの 

＊ 施行日 

平成31年４月１日 

27 議案 

26 

厚木市建築基準条例の一部を改正する条例について 建築指導課 

＊ 内容 

建築基準法等の一部改正に伴い、小規模な木造建築物等である

ホテル又は旅館の外壁等に係る防火の規定を削除するほか、所要

の措置を講ずるため、本条例の一部を改正するもの 

＊ 施行日 

公布の日 

28 議案 

27 

厚木市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を

改正する条例について 

消防総務課 

＊ 内容 

消防団員の処遇改善を目的として、費用弁償の額の引上げを行

うほか、所要の措置を講ずるため、本条例の一部を改正するもの 

＊ 施行日 

公布の日（一部の規定は平成31年４月１日） 

29 議案 

28 

平成31年度厚木市一般会計予算 財政課 

＊ 内容 

１ 平成31年度当初予算額 86,300,000千円 

２ 平成30年度当初予算額 86,200,000千円 

３ 対前年度比 100.1％ 

30 議案 

29 

平成31年度厚木市公共用地取得事業特別会計予算 市街地整備課 

道路管理課 

道路整備課 

社会教育課 

スポーツ推進

課 

＊ 内容 

１ 平成31年度当初予算額 1,419,002千円 

２ 平成30年度当初予算額 1,159,871千円 

３ 対前年度比 122.3％ 

31 議案 

30 

平成31年度厚木市後期高齢者医療事業特別会計予算 国保年金課 

＊ 内容 

１ 平成31年度当初予算額  2,816,000千円 

２ 平成30年度当初予算額  2,746,000千円 

３ 対前年度比         102.5％ 

 



番号 区分 件 名 及 び 内 容 担当課 

32 議案 

31 

平成31年度厚木市国民健康保険事業特別会計予算 国保年金課 

＊ 内容 

１ 平成31年度当初予算額  22,655,000千円 

２ 平成30年度当初予算額  23,908,000千円 

３ 対前年度比          94.8％ 

33 議案 

32 

平成31年度厚木市介護保険事業特別会計予算 介護福祉課 

＊ 内容 

１ 平成31年度当初予算額 14,598,000千円 

２ 平成30年度当初予算額 13,656,000千円 

３ 対前年度比 106.9％ 

34 議案 

33 

平成31年度厚木市公共下水道事業特別会計予算 下水道総務課 

＊ 内容 

１ 平成31年度当初予算額 5,988,000千円 

２ 平成30年度当初予算額 6,949,000千円 

３ 対前年度比 86.2％ 

35 議案 

34 

平成31年度厚木市病院事業会計予算 経営管理課 

＊ 内容 
１ 平成31年度当初予算額 
(1) 平成31年度収益的収入及び支出予定額 

  ア 収入 11,183,546千円 
イ 支出 11,603,638千円 

  (2) 平成31年度資本的収入及び支出予定額 
   ア 収入 642,553千円 

イ 支出 1,204,044千円 
※ 資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額は、消費
税及び地方消費税資本的収支調整額で補填し、なお不足す
る額は運転資金で措置する。 

  ２  平成30年度当初予算額 
(1) 平成30年度収益的収入及び支出予定額 

  ア 収入 10,484,236千円 
イ 支出 10,987,066千円 

  (2) 平成30年度資本的収入及び支出予定額 
   ア 収入 1,080,723千円 
   イ 支出 1,622,199千円 
 ３ 対前年度比 
  (1) 収益的収入 106.7％ 

(2) 収益的支出 105.6％ 
(3) 資本的収入 59.5％ 
(4) 資本的支出 74.2％ 

36 議案 

35 

公平委員会委員の選任について 行政総務課 

＊ 内容 

新委員 立川 正雄（たちかわ まさお）様 

2019（平成31）年４月１日～2023年３月31日（５期目） 

＊ 根拠 

地方公務員法第９条の２第２項 

 

 



追加提出案件（３月１２日追加提出分） 

番号 区分 件 名 及 び 内 容 担当課 

１ 議案 

36 

平成30年度厚木市一般会計補正予算（第９号） 財政課 

＊ 内容 

１ 補正額 791,039千円 

２ 補正後の総額 93,620,158千円 

３ 主な補正要因  小学校校舎・体育館改修事業費増ほか 

２ 議案 

37 

平成31年度厚木市一般会計補正予算（第１号） 財政課 

＊ 内容 

１ 補正額 12,227千円 

２ 補正後の総額 86,312,227千円 

３ 主な補正要因  プレミアム付商品券発行事業費増ほか 

３ 議案 

38 

副市長の選任について 職員課 

＊ 内容 

新副市長 霜島 宏美（しもじま ひろみ） 

2019（平成31）年４月１日～2023年３月31日（２期目） 

＊ 根拠 

地方自治法第162条 

４ 議案 

39 

教育委員会委員の任命について 職員課 

＊ 内容 

新委員 杉山 繁雄（すぎやま しげお）様 

  2019（平成31）年４月１日～2019年10月15日（１期目） 

＊ 根拠 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４条第２項 

５ 議案 

40 

監査委員の選任について 職員課 

＊ 内容 

新委員 石井 勝（いしい まさる）様 

  2019（平成31）年４月１日～2023年３月31日（１期目） 

＊ 根拠 

地方自治法第196条第１項 

 

 


